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各 位 
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問 合 せ 先 経 営 管 理 室  三 品  和 久
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（訂正）「平成22年12月期決算短信（非連結）」の一部訂正に関するお知らせ 

 

 

 平成23年２月10日（木）に開示しました「平成22年12月期決算短信（非連結）」の記載内容について

一部誤りがありましたので、下記のとおり訂正いたします。 

 なお、訂正箇所には  線で表示しております。 

 

記 

 

 

 訂正の内容 

   ４．財務諸表 

     注記事項 

     （損益計算書関係）・・・・・22ページ 

     （関連当事者情報）・・・・・33ページ 



【訂正前】 

（損益計算書関係） 

 

前事業年度 

(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 

(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

※１ 販売費に属する費用のおおよその割合は3.2％で

あり、一般管理費に属する費用のおおよその割合

は96.8％であります。 

 

  販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 

役員報酬 176,272千円

給料及び手当 513,333千円

賞与引当金繰入額 6,933千円

退職給付費用 87,715千円

役員退職慰労引当金繰入額 19,250千円

法定福利費 67,539千円

貸倒引当金繰入額 26,215千円

支払手数料 113,828千円

減価償却費 55,180千円
  

※１ 販売費に属する費用のおおよその割合は1.0％で

あり、一般管理費に属する費用のおおよその割合

は99.0％であります。 

 

  販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 

役員報酬 164,057千円

給料及び手当 589,549千円

賞与引当金繰入額 7,478千円

退職給付費用 59,411千円

役員退職慰労引当金繰入額 18,920千円

法定福利費 80,342千円

旅費交通費 71,990千円

支払手数料 102,540千円

減価償却費 48,671千円
  

※２ 固定資産売却益の内訳 

  建物・土地売却益         4,146千円 

※２ 固定資産売却益の内訳 

  建物・土地売却益         7,679千円 

※３ 固定資産除売却損の内訳 

  建物・構築物除却損        1,440千円 

  工具、器具及び備品除却損     1,041千円 

  土地売却損            4,857千円 

  電話加入権売却損         2,986千円 

     計             10,326千円 

※３ 固定資産除売却損の内訳 

  建物・構築物除却損          65千円 

  工具、器具及び備品除却損      183千円 

  工具、器具及び備品売却損      386千円 

     計              635千円 

― 

 

※４ 減損損失 

   当事業年度において、当社は以下の資産について

減損損失を計上いたしました。 

場所 用途 種類 金額 

(千円) 

東京都 

中央区 
遊休資産 土地 135,454

（経緯） 

   上記の遊休資産は遊休状態であり、地価が著しく

下落したため、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上し

ております。 

（グルーピングの方法） 

   当社は、各本部別に資産をグルーピングしており

ます。なお、遊休資産におきましては、個別にグル

ーピングしております。 

（回収可能価額の算定方法） 

   回収可能価額は正味売却価額にて測定しており、

不動産鑑定評価基準に準じて評価しております。 

 

 



【訂正後】 

（損益計算書関係） 

 

前事業年度 

(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 

(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

※１ 販売費に属する費用のおおよその割合は3.2％で

あり、一般管理費に属する費用のおおよその割合

は96.8％であります。 

 

  販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 

役員報酬 176,272千円

給料及び手当 500,033千円

賞与引当金繰入額 6,933千円

退職給付費用 87,715千円

役員退職慰労引当金繰入額 19,250千円

法定福利費 67,539千円

貸倒引当金繰入額 26,215千円

支払手数料 113,828千円

減価償却費 55,180千円
  

※１ 販売費に属する費用のおおよその割合は1.0％で

あり、一般管理費に属する費用のおおよその割合

は99.0％であります。 

 

  販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 

役員報酬 164,057千円

給料及び手当 574,399千円

賞与引当金繰入額 7,478千円

退職給付費用 59,411千円

役員退職慰労引当金繰入額 18,920千円

法定福利費 80,342千円

旅費交通費 71,990千円

支払手数料 102,540千円

減価償却費 48,671千円
  

※２ 固定資産売却益の内訳 

  建物・土地売却益         4,146千円 

※２ 固定資産売却益の内訳 

  建物・土地売却益         7,679千円 

※３ 固定資産除売却損の内訳 

  建物・構築物除却損        1,440千円 

  工具、器具及び備品除却損     1,041千円 

  土地売却損            4,857千円 

  電話加入権売却損         2,986千円 

     計             10,326千円 

※３ 固定資産除売却損の内訳 

  建物・構築物除却損          65千円 

  工具、器具及び備品除却損      183千円 

  工具、器具及び備品売却損      386千円 

     計              635千円 

― 

 

※４ 減損損失 

   当事業年度において、当社は以下の資産について

減損損失を計上いたしました。 

場所 用途 種類 金額 

(千円) 

東京都 

中央区 
遊休資産 土地 135,454

（経緯） 

   上記の遊休資産は遊休状態であり、地価が著しく

下落したため、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上し

ております。 

（グルーピングの方法） 

   当社は、各本部別に資産をグルーピングしており

ます。なお、遊休資産におきましては、個別にグル

ーピングしております。 

（回収可能価額の算定方法） 

   回収可能価額は正味売却価額にて測定しており、

不動産鑑定評価基準に準じて評価しております。 

 

 



【訂正前】 

（関連当事者情報） 

前事業年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日） 

（追加情報） 

当事業年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（平成18年10月17日 企業会計基準委

員会 企業会計基準第11号）及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（平成18年10

月17日 企業会計基準委員会 企業会計基準第13号）を適用しております。 

なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。 

 

財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

種類 

会社等 

の名称 

又は氏名 

所在地 

資本金又 

は出資金 

(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等 

の所有 

(被所有)割合

(％) 

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高

(千円) 

役員及
びその
近親者 

若林 孝男 － － 
当社 

名誉会長 

(被所有) 
直接 0.5 
間接 － 

株式の取引
自己株式の
取得 

93,750 自己株式 － 

(注) １ 上記、取引金額には消費税等が含まれておりません。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

  取引条件については市場価格等を参考に決定しております。 

３ 自己株式の取得は、東京証券取引所ToSTNeT-3（終値取引）により自己株式を取得しております。 

 

当事業年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

該当事項はありません。 

 



【訂正後】 

（関連当事者情報） 

前事業年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日） 

（追加情報） 

当事業年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（平成18年10月17日 企業会計基準委

員会 企業会計基準第11号）及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（平成18年10

月17日 企業会計基準委員会 企業会計基準第13号）を適用しております。 

なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。 

 

財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

種類 

会社等 

の名称 

又は氏名 

所在地 

資本金又 

は出資金 

(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等 

の所有 

(被所有)割合

(％) 

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高

(千円) 

役員及
びその
近親者 

若林 孝男 － － 
当社 

名誉会長 

(被所有) 
直接 0.5 
間接 － 

株式の取引
自己株式の
取得 

93,750 自己株式 － 

支払報酬 支払報酬 13,300 ー ー 

(注) １ 上記、取引金額には消費税等が含まれておりません。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

  取引条件については市場価格等を参考に決定しております。 

３ 自己株式の取得は、東京証券取引所ToSTNeT-3（終値取引）により自己株式を取得しております。 

４ 支払報酬については、本人の経緯、経営全般の助言及び業界関係の知見等を勘案しております。 

 

当事業年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

種類 

会社等 

の名称 

又は氏名 

所在地 

資本金又 

は出資金 

(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等 

の所有 

(被所有)割合

(％) 

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高

(千円) 

役員及
びその
近親者 

若林 孝男 － － 
当社 

名誉会長 

(被所有) 
直接 0.5 
間接 － 

支払報酬 支払報酬 15,150 ー － 

(注) １ 上記、取引金額には消費税等が含まれておりません。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

  支払報酬については、本人の経緯、経営全般の助言及び業界関係の知見等を勘案しております。 

 


